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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第59期
第３四半期
累計期間

第60期
第３四半期
累計期間

第59期
第３四半期
会計期間

第60期
第３四半期
会計期間

第59期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 8,469,2586,625,2994,688,2933,630,53013,014,316

経常利益 (千円) 212,112 182,542 248,433 349,014 501,871

四半期(当期)純利益 (千円) 157,674 172,326 204,716 343,300 139,075

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 840,687 840,687 840,687

発行済株式総数 (株) ― ― 6,500,0006,500,0006,500,000

純資産額 (千円) ― ― 3,535,1383,657,2703,493,340

総資産額 (千円) ― ― 7,681,6116,420,6817,689,824

１株当たり純資産額 (円) ― ― 545.84 571.83 539.41

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 24.33 26.68 31.60 53.45 21.46

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 2.00

自己資本比率 (％) ― ― 46.0 57.0 45.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,154,295△322,816 ― ― 630,407

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 16,608 △60,901 ― ― 3,795

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △648 △22,416 ― ― △674

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,079,3831,136,5231,542,656

従業員数 (名) ― ― 184 188 183

(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 188

(注) 従業員数は、就業人員であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

区分

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成21年12月31日)

(千円)

前年四半期比(％)

設備工事業 1,362,507 56.2

販売事業 443,660 79.9

合計 1,806,167 60.6

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 売上実績

区分

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成21年12月31日)

(千円)

前年四半期比(％)

設備工事業 3,169,806 108.7

販売事業 460,723 26.0

合計 3,630,530 77.4

(注) １　当社では、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先の完成工事高及び商品売上高とその割合は次のとおりで
す。

　

期別 相手先

完成工事高 商品売上高 合計

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

北海道電力　株式会社 1,253,98226.7 ― ― 1,253,98226.7

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

北海道電力　株式会社 1,224,64233.7 ― ― 1,224,64233.7

大成・伊藤・岩田地崎

共同企業体
768,389 21.2 ― ― 768,389 21.2

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　① 受注工事高、完成工事高、手持工事高及び施工高

期別
工事

種別

期首繰越

工事高

(千円)

期中受注

工事高

(千円)

計

(千円)

期中完成

工事高

(千円)

期末繰越工事高 期中

施工高

(千円)
手持工事高

(千円)

うち施工高

(％、千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

屋内配線

工事
2,793,8015,625,7928,419,5933,280,4335,139,1606.1 315,8503,309,379

電力関連

工事
816,7273,146,3463,963,0732,441,0531,522,02035.2 535,9682,835,575

計 3,610,5288,772,13812,382,6675,721,4866,661,18112.8 851,8196,144,954

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

屋内配線

工事
3,482,2053,363,7956,846,0013,206,1983,639,80222.9 835,0313,864,088

電力関連

工事
637,2062,628,7363,265,9421,931,3691,334,57339.1 521,4182,344,287

計 4,119,4115,992,53110,111,9435,137,5674,974,37627.31,356,4506,208,375

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

屋内配線

工事
2,793,8017,032,0039,825,8046,343,5983,482,2055.1 177,1426,233,835

電力関連

工事
816,7273,339,4644,156,1913,518,985637,20617.0 108,5003,486,039

計 3,610,52810,371,46713,981,9959,862,5844,119,4116.9 285,6429,719,875

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減があるものにつきましては、期中受注工事高に

その増減高を含んでおります。

２　期末繰越工事高の施工高は、手持工事高の施工高を未成工事支出金に基づき計算したものであります。
３　期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致しております。
４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　② 売上にかかる季節的変動について

　 建設業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第１四

半期会計期間から第３四半期会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期会計期間の完成工事高

が著しく多くなるといった季節変動があります。

　

　③ 受注工事高

期別 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

屋内配線工事 962,290 811,673 1,773,963

電力関連工事 0 650,809 650,809

計 962,290 1,462,482 2,424,773

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

屋内配線工事 275,576 454,742 730,319

電力関連工事 625 631,562 632,188

計 276,201 1,086,305 1,362,507

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　④ 完成工事高

期別 区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

屋内配線工事 366,499 972,958 1,339,458

電力関連工事 62 1,577,071 1,577,133

計 366,561 2,550,029 2,916,591

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

屋内配線工事 272,816 1,454,717 1,727,534

電力関連工事 339 1,441,932 1,442,271

計 273,155 2,896,650 3,169,806

(注) １　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

前第３四半期会計期間 北海道電力　株式会社 1,253,982千円43.0％

　 大成建設　株式会社 313,569千円10.8％

当第３四半期会計期間 北海道電力　株式会社 1,224,642千円38.6％

　
大成・伊藤・岩田地崎
共同企業体

768,389千円24.2％

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　⑤ 手持工事高(平成21年12月31日現在)

区分 官公庁(千円) 民間(千円) 計(千円)

屋内配線工事 2,097,156 1,542,646 3,639,802

電力関連工事 20,516 1,314,056 1,334,573

計 2,117,673 2,856,702 4,974,376

(注) １　手持工事のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

大成・伊藤・岩田地崎共
同企業体

(仮称)Ａ施設建設工事
 

平成22年１月完成予定
 

岩田地崎建設　株式会社
 

一般国道274号むかわ町穂高トンネル情報ボッ
クス設置工事

平成22年１月完成予定
 

北海道電力　株式会社 道東幹線要請移設ならびにＯＰＧＷ共同工事 平成22年１月完成予定

大林・伊藤・岩田地崎・
丸彦渡辺・中山・田中共
同企業体

(仮称)札幌ビジネスセンター新築工事
 
 

平成22年３月完成予定
 
 

北海道開発局
 

道央圏連絡道路千歳市情報通信設備設置外一
連工事

平成22年３月完成予定
 

日本赤十字社 旭川赤十字病院増改築工事 平成22年３月完成予定

北海道開発局
 

旭川紋別自動車道上川町トンネル非常用設備
設置その１工事

平成22年３月完成予定
 

北海道開発局
 

旭川紋別自動車道上川町トンネル非常用設備
設置その２工事

平成22年３月完成予定
 

北海道電力　株式会社 当別支線単独除却 平成22年３月完成予定

北海道電力　株式会社 滝川幹線増強ならびにＯＰＧＷ共同工事 平成22年８月完成予定

北海道電力　株式会社 厚床変電所66ＫＶ電力用蓄電器増設 平成22年11月完成予定

札幌市役所
 

国庫補助事業８・４・35仮称札幌駅前通公共
地下歩道新設受変電・動力設備工事

平成23年３月完成予定
 

独立行政法人国立病院機
構

独立行政法人国立病院機構道北病院病棟等整
備工事

平成23年３月完成予定
 

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 商品販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年四半期比(％)

ＦＡ住宅環境設備機器 343,928 104.4

産業設備機器 116,795 8.1

合計 460,723 26.0

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先
前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

北電興業　株式会社 1,336,753 75.5 70,784 15.4

エネック　株式会社 ― ― 81,916 17.8

株式会社　レウシット ― ― 60,222 13.1

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期累計期間における北海道経済は、経済対策効果による公共投資の増加、個人消費の一部に

持ち直しの動きが見られたものの、民間設備投資の抑制、住宅着工の減少、雇用・所得環境の厳しさ等を

背景に経営環境は依然として厳しい状況下であります。

このような厳しい環境のもと、当社は、懸命な営業活動を展開し受注確保に努力した結果、当第３四半

期会計期間における受注高は1,806百万円(前年同期比1,173百万円の減少)、売上高は3,630百万円(前年

同期比1,057百万円の減収)となりました。

損益につきましては、経常利益は349百万円(前年同期比100百万円の増益)、四半期純利益は343百万円

(前年同期比138百万円の増益)となりました。

当第３四半期累計期間における受注高は7,536百万円(前年同期比2,809百万円の減少)、売上高は6,625

百万円(前年同期比1,843百万円の減収)となりました。

損益につきましては、経常利益は182百万円(前年同期比29百万円の減益)、四半期純利益は172百万円

(前年同期比14百万円の増益)となりました。
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事業の種類別セグメントの売上高を示すと、次のとおりであります。

　

セグメント
売上高(千円)

第３四半期会計期間 第３四半期累計期間

屋内配線工事 1,727,534 3,206,198

電力関連工事 1,442,271 1,931,369

ＦＡ住宅環境設備機器 343,928 850,998

産業設備機器 116,795 636,733

合計 3,630,530 6,625,299

　

イ.<屋内配線工事>

前期からの繰越工事の売上増により、第３四半期会計期間の売上高は1,727百万円となり、前年同期比

388百万円(29.0％)の増収となりましたが、民間設備投資の抑制による影響が大きく、第３四半期累計期

間の売上高は3,206百万円となり、前年同期比74百万円(2.3％)の減収となりました。

　

ロ.<電力関連工事>

泊発電所関連工事が減少した影響で、第３四半期会計期間の売上高は1,442百万円となり、前年同期比

134百万円(8.6％)の減収となりました。

第３四半期累計期間の売上高は1,931百万円となり、前年同期比509百万円(20.9％)の減収となりまし

た。

　

ハ.<ＦＡ住宅環境設備機器>

非常用発電機等の売上増により、第３四半期会計期間の売上高は343百万円となり、前年同期比14百万

円(4.4％)の増収となりましたが、産業機器関連の売上減の影響で、第３半期累計期間の売上高は850百万

円となり、前年同期比149百万円(15.0％)の減収となりました。

　

ニ.<産業設備機器>

電力向け電線ケーブルの売上減で、第３四半期会計期間の売上高は116百万円となり、前年同期比1,325

百万円(91.9％)の減収となりました。

第３四半期累計期間の売上高は636百万円となり、前年同期比1,110百万円(63.6％)の減収となりまし

た。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ1,269百万円減少の6,420百万円とな

りました。主な増減は、未成工事支出金1,136百万円等は増加となりましたが、完成工事未収入金1,601百

万円及び現金預金406百万円並びにその他に含まれている立替金371百万円等は減少となりました。

負債合計は、前事業年度末に比べ1,433百万円減少の2,763百万円となりました。主な増減は、未成工事

受入金394百万円等は増加となりましたが、支払手形及び買掛金1,203百万円及びその他に含まれている

未払金379百万円並びに未払法人税等259百万円等は減少となりました。

また、当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べ163百万円増加の3,657百万円と

なりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、1,136百万円となり、

第２四半期会計期間末に比べ87百万円の増加(前年同四半期会計期間に比べ798百万円の減少)となりま

した。当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は次のとおりであり

ます。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得られた資金は、96百万円となりました。主な要因は営業収入の増加等によるもので

す。

前年同四半期会計期間に比べ793百万円の減少となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の重要な変動はありません。

前年同四半期会計期間に比べ4百万円の増加となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により使用した資金は、9百万円となりました。主な要因は自己株式の取得等によるものです。

前年同四半期会計期間に比べ8百万円の減少となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題において重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,800,000

計 22,800,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,500,000 6,500,000札幌証券取引所

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単
元株式数は1,000株でありま
す。

計 6,500,000 6,500,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 6,500 ― 840,687 ― 687,087

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　 24,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,421,000 6,421同上

単元未満株式 普通株式　　55,000 ― 同上

発行済株式総数 6,500,000― ―

総株主の議決権 ― 6,421 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式295株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社　北弘電社

札幌市中央区
北11条西23丁目２-10

24,000 ― 24,000 0.4

計 ― 24,000 ― 24,000 0.4

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

　
12月

最高(円) 96 125 150 170 147 141 127 110 115

最低(円) 84 87 114 137 140 128 120 109 105

(注)　最高・最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,136,523 1,542,656

受取手形及び売掛金 ※2, ※3
 481,391

※２
 516,322

完成工事未収入金 1,744,881 3,346,069

商品 30,524 36,668

未成工事支出金 1,386,002 249,066

その他 61,646 428,395

貸倒引当金 △2,500 △2,500

流動資産合計 4,838,470 6,116,678

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 687,842 706,022

その他（純額） 479,913 482,805

有形固定資産計 ※１
 1,167,755

※１
 1,188,827

無形固定資産 12,855 15,126

投資その他の資産

投資有価証券 299,704 261,664

その他 111,362 117,042

貸倒引当金 △9,467 △9,516

投資その他の資産計 401,599 369,190

固定資産合計 1,582,210 1,573,145

資産合計 6,420,681 7,689,824

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 592,005 1,795,404

工事未払金 353,893 292,600

未払法人税等 8,202 268,179

未成工事受入金 682,022 287,681

賞与引当金 51,457 81,308

工事損失引当金 168 2,845

その他 169,698 553,556

流動負債合計 1,857,449 3,281,576

固定負債

長期未払金 190,295 192,749

退職給付引当金 681,658 683,429

役員退職慰労引当金 24,100 28,821

環境対策引当金 9,907 9,907

固定負債合計 905,961 914,907

負債合計 2,763,410 4,196,483
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 840,687 840,687

資本剰余金 687,108 687,108

利益剰余金 2,164,129 2,004,755

自己株式 △12,494 △3,634

株主資本合計 3,679,430 3,528,916

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22,160 △35,575

評価・換算差額等合計 △22,160 △35,575

純資産合計 3,657,270 3,493,340

負債純資産合計 6,420,681 7,689,824
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 5,721,486 5,137,567

商品売上高 2,747,772 1,487,731

売上高合計 ※４
 8,469,258

※４
 6,625,299

売上原価

完成工事原価 4,956,488 4,427,694

商品売上原価 2,581,389 1,349,529

売上原価合計 7,537,878 5,777,223

売上総利益

完成工事総利益 764,997 709,873

商品売上総利益 166,383 138,202

売上総利益合計 931,380 848,075

販売費及び一般管理費 ※１
 735,803

※１
 684,071

営業利益 195,577 164,004

営業外収益

受取利息 2,969 2,274

受取配当金 6,889 4,640

保険解約返戻金 － 4,246

その他 7,271 7,958

営業外収益合計 17,130 19,120

営業外費用

支払利息 478 419

その他 117 163

営業外費用合計 595 582

経常利益 212,112 182,542

特別利益

固定資産売却益 － ※２
 238

貸倒引当金戻入額 678 －

特別利益合計 678 238

特別損失

固定資産除却損 ※３
 227

※３
 340

投資有価証券評価損 5,228 3,489

貸倒引当金繰入額 4,435 －

特別損失合計 9,891 3,829

税引前四半期純利益 202,899 178,951

法人税、住民税及び事業税 45,224 6,624

四半期純利益 157,674 172,326
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 2,916,591 3,169,806

商品売上高 1,771,701 460,723

売上高合計 ※２
 4,688,293

※２
 3,630,530

売上原価

完成工事原価 2,444,887 2,639,780

商品売上原価 1,701,234 412,808

売上原価合計 4,146,122 3,052,589

売上総利益

完成工事総利益 471,703 530,025

商品売上総利益 70,467 47,915

売上総利益合計 542,171 577,940

販売費及び一般管理費 ※１
 297,989

※１
 232,750

営業利益 244,181 345,189

営業外収益

受取利息 1,003 627

受取配当金 1,674 1,836

賃貸収入 1,044 1,044

その他 1,036 611

営業外収益合計 4,759 4,119

営業外費用

支払利息 478 195

その他 28 99

営業外費用合計 506 295

経常利益 248,433 349,014

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,287 －

特別利益合計 2,287 －

特別損失

投資有価証券評価損 5,228 3,489

特別損失合計 5,228 3,489

税引前四半期純利益 245,492 345,525

法人税、住民税及び事業税 40,775 2,224

四半期純利益 204,716 343,300
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 8,954,052 7,757,276

原材料又は商品の仕入れによる支出 △2,492,108 △3,183,422

人件費の支出 △1,097,526 △1,363,267

外注費の支出 △3,334,141 △2,461,604

その他の営業支出 △871,129 △806,481

小計 1,159,148 △57,498

利息及び配当金の受取額 9,859 6,915

利息の支払額 △478 △419

受取賃貸料 3,074 3,094

法人税等の支払額 △17,308 △274,908

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,154,295 △322,816

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,110 △45,677

有形固定資産の売却による収入 － 2,700

投資有価証券の取得による支出 △900 △30,900

投資有価証券の売却による収入 23,713 －

保険積立金の解約による収入 － 14,321

貸付けによる支出 － △2,700

貸付金の回収による収入 905 1,355

投資活動によるキャッシュ・フロー 16,608 △60,901

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 100,000

短期借入金の返済による支出 － △100,000

自己株式の取得による支出 △648 △8,860

リース債務の返済による支出 － △1,733

配当金の支払額 － △11,823

財務活動によるキャッシュ・フロー △648 △22,416

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,170,255 △406,133

現金及び現金同等物の期首残高 909,128 1,542,656

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,079,383

※
 1,136,523
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額１億円

以上かつ工期１年超の工事については工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第18号　平成19年12月27日)を第１四半期会計期間より適用し、第１

四半期会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期会計期間末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。

これにより当第３四半期累計期間の売上高は56百万円、売上総利

益、営業利益及び経常利益ならびに税引前四半期純利益はそれぞれ4

百万円増加しております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累

 計額
1,518,013千円

※１　有形固定資産の減価償却累

 計額
1,486,649千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高 ※２　手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形裏書譲渡高   231,637千円　　　受取手形裏書譲渡高   370,943千円

※３　四半期会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

が、四半期会計期間末残高に含まれております。

――――

 

 

 

 

　　　受取手形 11,296千円　 　
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

　
前第３四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　従業員給与手当 378,926千円　　　従業員給与手当 338,576千円

――――
 

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　 　 　　　建物 238千円

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　　　建物 227千円　　　建物 285千円

　 　 　　　工具器具・備品 54千円

※４　当社の売上高は、主たる設備工事業において、契約

により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集

中しているため、第１四半期会計期間から第３四半

期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計

期間の売上高は著しく多くなるといった季節変動が

あります。

※４　同左

　

第３四半期会計期間

　
前第３四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　従業員給与手当 175,699千円　　　従業員給与手当 121,431千円

※２　当社の売上高は、主たる設備工事業において、契約

により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集

中しているため、第１四半期会計期間から第３四半

期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計

期間の売上高は著しく多くなるといった季節変動が

あります。

※２　同左

 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,079,383千円

現金及び現金同等物 2,079,383千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,136,523千円

現金及び現金同等物 1,136,523千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21

年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 6,500,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 104,295

　

３　新株予約権等に関する事項

　　  該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 12,952 2 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 571.83円
　

　 　

　 539.41円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期累計期間

　
前第３四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 24.33円
　

１株当たり四半期純利益金額 26.68円
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

　項目
前第３四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 157,674 172,326

普通株式に係る四半期純利益(千円) 157,674 172,326

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,480 6,458

　

第３四半期会計期間

　
前第３四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 31.60円
　

１株当たり四半期純利益金額 53.45円
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 204,716 343,300

普通株式に係る四半期純利益(千円) 204,716 343,300

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,478 6,422
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけるリース残高は

前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

株式会社北弘電社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    坂    野    健    弥    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    山    敏    彦    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    板    垣    博    靖    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社北弘電社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第59期事業年度の第３四半期会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北弘電社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

株式会社北弘電社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    坂    野    健    弥    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    内    山    敏    彦    印

　

指定有限責任
社員
業務執行社員

　 公認会計士    板    垣    博    靖    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社北弘電社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第60期事業年度の第３四半期会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北弘電社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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